
地方創生における「人的支援の矢」

：地方公共団体は、今後、地方版総合戦略に基づき、より具体的な事業を本格的に推進

：施策や事業を推進できる高度な専門性を有する人材等が、地方公共団体や地域企業に不足

：地方創生版３本の矢のひとつを「人的支援の矢」と位置づけ、下記の施策を実施

①地方創生人材支援制度の拡充（応募期間の長期化、民間人材の募集対象の拡大）

②地方創生カレッジの創設（養成機関等によるプラットフォーム形成、eラーニングの導入）

③プロフェッショナル人材事業の推進（全国の道府県に設置した拠点の本格稼働）

現 状

課 題

28年度に向けた

国の取組

地方創生人材プラン プロフェッショナル人材事業

・比較的規模の小さな市町村を対象とし
平成27年度に創設
・69市町村に対し国家公務員等を派遣

・有識者等による支援策の検討 ・全国45道府県に拠点を設置
・シンポジウム等を通じた啓蒙活動

・応募期間長期化

（１ヶ月→２ヶ月）

・民間人材の募集対象を

一般企業にまで拡大

・プラットフォームの立ち上げ

・eラーニングの構築

・カレッジの本格開校

・各拠点の本格稼働

・地域企業と大手企業との人
材交流に向けた関係構築の
検討

これまで
の取組

【地方公共団体】

戦略を企画・立案できる人材が不足

【地域の企業】

「攻めの経営」を実践する人材が不足

【事業の担い手】

戦略に沿って事業を推進できる人材が不足

地方創生人材支援制度

28年度に
向けた国
の取組

人材の
課題

地域の
現状

・人口減少社会へ直面。
・産・官・学・金・労・言の連携に基づき「地方版総合戦略」を策定（～27年度） 本格的な実行実施段階へ（28年度～）

情報

財政

人材

地方創生カレッジ プロフェッショナル人材事業地方創生人材支援制度
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地方創生人材支援制度

○ 地方創生に積極的に取り組む市町村に対し、意欲と能力のある国家公務員や大学研究者、民間人材を、市町村
長の補佐役として派遣

○ 28年度に向けた取組：応募期間の長期化（１か月→２カ月）、 民間人材の募集対象を一般企業にまで拡大

＜制度概要＞

対 象

以下の市町村を対象として募集する。

ア 市町村長が地方創生に関し、明確な

考えを持ち、派遣される人材を地域の

変革に活用する意欲を持っていること

イ 市町村まち・ひと・しごと創生総合

戦略を策定し、実施する市町村である

こと

ウ 原則人口5万人以下

以下に該当する者を公募する。

ア 地方創生の取組に強い意欲を持ってい

ること

イ 市町村まち・ひと・しごと創生総合戦

略の策定・実行のために十分な能力を

有すること

役割
市町村長の補佐役として、地方創生に関し、市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略

に記載された施策の推進を中核的に担う。

派遣期間
① 副市町村長、幹部職員（常勤職）･･･原則2年間

② 顧問、参与等（非常勤特別職）･･･原則1～2年間

バックアップ
体制

・派遣前に、地方創生担当大臣による訓示のほか、有識者による講話、地方創生に関

する取組についての講義等の研修を実施

・派遣期間中には、派遣者同士の情報交換の場や、地方創生担当政務との意見交換の

場として、年に４回程度、派遣者が一堂に集う情報交換会・報告会を開催

２

＜派遣実績＞

【平成27年度】

69市町村へ派遣

 国家公務員42名

 大学研究者15名

 民間人材 12名

【平成28年度】

58市町村へ派遣

 国家公務員42名

 大学研究者３名

 民間人材 13名

対 象

役 割

派遣期間

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ
体制

派遣先市町村 派遣人材

国家公務員 大学研究者、民間人材

平成27年度

平成28年度



地方創生人材育成に
向けた連携の場
（プラットフォーム）

戦略全体を俯瞰し、関係者等の合意を得る等、
高度な専門性を有する人材

◆ 総合プロデューサー ◆ 首長の補佐
◆ 地域コミュニティのリーダー

戦 略 全 体

Ａ大学 Ｂ大学院

民間D

：地方公共団体は、今後、地方版総合戦略に基づき、より具体的な事業を本格的に推進

：事業推進には、高度な専門性を有する人材等が必要となるが、地方では不足しがち

：①国が主導し、広く養成機関等の参加を得て、地方創生人材育成に向けた連携の場（プラットフォーム）を形成

②地方創生カレッジを創設し、地方創生に真に必要かつ実践的なカリキュラムを整備するとともに、eラーニング

により幅広く提供

現 状

課 題

方向性

地方公共団体は、地
方版総合戦略を作成

より具体的な事業を
本格的に推進する
段階

地方創生の実現

地域の動き
必要とされる地方創生人材

人材が不足

 地方創生に真に必要かつ実践的な
カリキュラム（eラーニング）を幅広く提供（※）

基礎講座専門講座（DMO、生涯活躍のまち、まちづくり等）

地方創生に係る各分野の第一人者等による講義

個別分野に精通し、専門的な知見・経験を持って
事業を経営・実行する人材

◆ 分野別プロデューサー
◆ 現場の中核人材

28年度～

等

～27年度

ニーズ
調査

地方創生
マイスター

2～3年で受講者１万人、
5年で高度な専門性を有
する人材500人以上の
輩出を目指す

マッチング
→  ニーズに合った人材が活躍

候補人材が各々学ぶべき
科目を選択して学習

※ 科目によって各種実地研修による学びとの組み合わせも活用

個 別 分 野

地方創生
人材の養成

地方創生カレッジ（仮称）

協会Ｃ

スケジュール予定（可能な限り前倒し実施）

地方創生カレッジ

プラットフォームの立ち上げ事業者の選定 カレッジ開校 継続的に講座の更なる
充実を図っていく

4～6月 ～12月

各々の取組が必ずしも十分に周知されていない

28年3月

発信力
の強化

３



プロフェッショナル人材事業

地方の企業
（特に中堅・中小）

地域金融機関

プロフェッショナル
人材戦略拠点

プロフェッショナル人材戦略マネージャー

経営コンサル事業者等
戦略の助言

サポート

目利き

信頼関係

「守りの経営」に埋もれる
潜在力の高い企業の発掘

「攻めの経営」への転換、
事業戦略具体化

プロフェッショナル人材
ニーズの明確化

人材ビジネス事業者

経営サポート人材

専門人材

経営人材

販路開拓人材 プロ人材
活躍の場!!日本人材機構

都市圏などの
多様なプロ人材

など

協 議 会

１．プロフェッショナル人材戦略拠点の設置

• 各道府県の「プロフェッショナル人材戦略拠点」は、潜在成長力のある地域企業に対し、プロ人材の採用支援活動を行う

• 本年度内に、東京都、沖縄県を除く全道府県で、活動を開始（沖縄県は来年度開始予定）

２．事業推進に向けた活動等

• プロ人材候補、人材事業者、地域企業等を対象とした総合的なシンポジウムを東京・大阪・名古屋で開催（計４回）

• 第１回全国協議会を開催。全国の拠点及び関係機関が一堂に会し、協力関係を構築

• 地域企業と都市圏大手企業の人事交流の関係構築の可能性を模索するため、関係者による意見交換会（ラウンドテー

ブル）を試行的に実施

４



（参考）プロフェッショナル人材事業の取組状況

• 昨年の10月以降、順次、拠点が設置（第１号は広島県）されていく中、相談件数も比例して増加。

• 先行的な拠点を中心として、地域企業とプロフェッショナル人材事業のマッチングが、全国で11件（速報値）成約。

１．拠点の設置数と相談件数（累計）の推移 ２．マッチング成約事例

事業内容 包装機械開発・製造

「攻めの経営」
に向けた経営
者の決意

北米やインドネシアなど有望市場に新た
に参入し、事業拡大に向けた営業基盤の
構築に挑戦

成長実現のた
めに採用した
プロ人材

海外経験が豊富な営業統括を採用。財
務・労務にも精通しており、海外拠点運営
を担うことを期待

■事例１

事業内容 合成樹脂製品の製造・販売

「攻めの経営」
に向けた経営
者の決意

近年伸びている受注力に対応できる製造
部門の体制強化

成長実現のた
めに採用した
プロ人材

複数の大手金属メーカーでの勤務経験を
持つ人材を採用。製造ラインの責任者と
なることを期待

■事例２
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拠点設置数と相談件数（累計）の推移【速報値】

拠点設置数 相談件数（累計）

５

（相談件数） （拠点数）


